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１

明治22年～昭和20年

横浜市は明治22年に市制が施行され，そのときの

人口は27,209世帯121,985人＜面積5,398k㎡，人

口密度22.598人＞であったが，その後数次にわた

る合併を重ね，明治34年の人口は54,674世帯299,

202人＜面積24.801k㎡，人口密度12,064人＞，明

治44年の人口は87,918世帯444,039人＜面積36.

708k㎡，人口密度12.097人＞，昭和２年の人口は

124,429世帯529,300人＜面積133.875k㎡，人口

密度3,954人＞と60万人を有する都市となった。

昭和10年から昭和14年にかけて活発な合併がおこ

なわれたので，昭和14年にはほぼ現在の横浜市の

市域が形成され，人口も178,810世帯866,200人

＜面積400.97k㎡，人口密度2,190人＞となり，昭

和17年には212,976世帯1,015,900人＜人口密度

2,534人＞と，人口100万人を擁する大都会に成

長した。しかし戦争の激化にともない，横浜市の

人口は昭和18年の218,320世帯1.028,661人＜人

口密度2,565人＞を頂点に急速に減少を始め，昭

和20年には142,074世帯62万５千人までにさがっ

た＜表１＞。

２ 昭和20年～25年

戦争の終結とともに，疎開人口の復帰が始まり，

横浜市の人口も徐々に膨張を開始した。昭和23年

８月１日の常住人口調査によると，185,375世帯

859,324人をかぞえ，昭和25年の国勢調査では21

0,454世帯951,189人＜面積408.66k㎡，人口密度

2,328人＞とほぼ戦前の水準に戻った。

昭和23年・24年・25年の人口増加率＜１月～12

月＞はおのおの5％以上＜４万人以上＞の高率を

記録し，とくに西区は8％以上，神奈川区7％以

上，鶴見区6％以上と，人口増加率が高かった。



横浜市の人口推移

戦争前からの人口密集地域の人口増加率が高い点

などからして，昭和25年までの人口増加は疎開人

口の復帰，海外人口の引揚げ，戦後のベビー・ブ

ームに起因するものといえよう。

昭和25年の国勢調査人口における各区人口の割合

は，鶴見区18.0％＜17万１千人＞，南区15.0％＜

14万３千人＞，神奈川区11.3％＜10万７千人＞と

なっている。

昭和25年～30年

昭和30年10月１日の国勢調査では横浜市の人口は

1,143,687人と，昭和25年国勢調査人口に対して

20.2%の増加率を示した。人口増加の中心は，西

区・神奈川区・鶴見区から神奈川区・保土ヶ谷区

・南区へと移った。各区

別の増加率は，神奈川区

33.4％，保土ヶ谷区30.6

％，南区20.1％，港北区

18.9％を記録した。人口

増加地区が，昭和25年ま

でより若干市の中心部よ

り離れた場所となり，ま

た年平均増加率も若干減

少した。

増加率20.2％＜192,498

人＞の内訳は，社会増加

＜転入一転出＞12.9％＜

122,929人＞，自然増加

＜出生一死亡＞7.3％＜

69,569人＞であった。社

会増加の多かった区は，

神奈川区27,058人＜25.3

％＞，南区19,159人＜13

.4％＞，保土ヶ谷区16,

799人＜22.7％＞であり，社会増加の多かった区

と人口増加の激しかった区は一致している。昭和

30年の国勢調査における区別人口の割合は，鶴見

区17.6％＜201,028人＞，南区15.0％＜171,525人

＞，神奈川区12.5％＜142,797人＞であり，昭和

25年の国勢調査にくらべて，鶴見区の割合が多少

さがった。

４ 昭和30年～35年

昭和35年の国勢調査では, 1,375,710人の人口が

記録され，昭和30年の国勢調査にくらべて20.3％

の人口増加となった。各区別の人口増加率では，

保土ヶ谷区48.5％,戸塚区38.3％,港北区32.9％

を記録した。神奈川区，南区に代って，戸塚区，
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港北区が著しい人口の伸びを示した。人口増加地

域がだんだんと郊外に向っていることを示してい

る。昭和30年～35年の人口増加232,023人のう

ち，社会増加は159,201人＜13.9％＞,自然増加

72,822人＜6.4％＞である。社会増加の多かった

のは，保土ヶ谷区38,847人＜40.1％＞，港北区

28,576人＜25.7％＞，戸塚区25,355人＜30.9％＞

であった。注目されるのは，西区の社会増加がマ

イナスの1,411人と，転出超過に転じた点であ

る。西区は桜木町から横浜駅西口にかけて位置

し，横浜市の商業中心地域である。昭和23年～25

年にかけて，年率8％を越える人口増加率を示し

てきて，人口密度も1k㎡当たり16,000人を越え

る超過密地帯となっていた。しかし，横浜市の産

業発展の中心であったため，交通量の増大にとも

ない騒音・排気ガス・交通災害等の都市公害の波

を正面からかぶり，住居条件が著しく低下したた

め，他区市町にあらたに住居を求めて，西区を脱

出する人が増加してきたことを示唆する数字であ

る。同じような現象は，西区ほど明確でないにし

ろ，神奈川区や鶴見区にもあてはまろう。昭和25

年～30年の社会増加率は神奈川区25.3％,鶴見区

9.1％であったが，昭和30年～35年では神奈川区

14.1％,鶴見区7.5％と低下した。

市内移動＜区間移動＞だけについてみれば，昭和

人口増加数

30年以降鶴見区・神奈川区・中区は転出超過に転

じている。これらの区では，市内移動で他へ転出

する人以上の人を市外の他都道府県・神奈川県内

他市町から受けているので，社会増加自体はまだ

マイナス＜転出超過＞になっていない。やがて西

区のように，社会増加がマイナス＜転出超過＞に

なる可能性が強い。西区も入れてこれらの４区で

は，就職・転職など職業上の理由で，他都道府県

・神奈川県内他市町から転入してくる人もある

年齢に達して家庭を持つようになると，これらの

４区をさり，住居の見つけやすい他の港北区・戸

塚区へ移って行く。これらの人達と都市公害を避

けて他区へ移る人が重って，これらの４区では市

内移動＜区間移動＞がマイナス＜転出超過＞とな

っていると推論できよう。横浜市のドーナツ化現

区別人口比 ＜単位：％＞
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象の始まりがうかがえる。

昭和35年の国勢調査の横浜市人口総数に占める各

区の割合をみると，鶴見区16.7％＜201,028人

＞，南区14.1％＜171,525人＞，神奈川区12.5％

＜142,797人＞とその順位に変化はみられない

が，これらの区の人口の比重が減り，保土ヶ谷

区，港北区，戸塚区の人口のウェイトが増した。

５ 昭和35年～40年

昭和40年の国勢調査では1,788,915人と昭和35年

の国勢調査にくらべて30.0％の人口増加を記録し

た。この増加率は７大都市中最高のものであり，

他の７大都市の人口増加率が著しく低下してきて

いるなかで，横浜市のみ増加率上昇を示した。昭

和35年～40年にかけての７大都市の平均人口増加

率は9.1％＜昭和30年～35年は18.0％＞であると

ころからも，横浜市の人口増加の激しさがうかが

える。

人口増加数413,205人の内訳は，社会増加数296,

687人＜社会増加率21.6％＞，自然増加数116,518

人＜自然増加率8.5％＞であり，昭和25年～30年

の社会増加数122,929人＜社会増加率12.9％＞，

昭和30年～35年の社会増加数159,201人＜社会増

加率13.9％＞に比較して，社会増加の激しかった

ことをもの語っている。各区別に人口増加をみる

と，戸塚区82.9％＜94,092人＞，港北区59.2％＜

87,358人＞，保土ヶ谷区55.1％＜79,234人＞と，

戸塚区，港北区の両区が爆発的な人口増加を示し

た。一方それにひきかえ，西区0.1％＜82人＞，

中区10.7％＜13,258人＞，鶴見区11.0％＜25,378

人＞と中心の人口がほとんど停滞している。これ

らの区の社会増加をみると，西区では5,899人の

転出超過＜△5.7％＞，中区4.1％＜5,066人＞，

７大都市め人口増加率

市，区総人口に対する自然増，社会

増比率

鶴見区2.5％＜5,865人＞と社会増加はマイナス

＜転出超過＞ないし停滞となっており，戸塚区は

70.9％＜80,520人＞，港北区は49.3％＜72,750

人＞，保土ヶ谷区44.3％＜63,719人＞とめざまし

い伸長を示した。昭和40年の国勢調査における各

区の人口の割合も鶴見区14.3％＜255,755人＞，

南区13.9％＜248,108人＞，港北区13.1％＜235，

046人＞の順位となり，鶴見区の人口の比重は著

しく低下した。昭和30年頃まで農村的色彩を強く

残していた戸塚区，港北区が人口移動の渦に巻き

込まれ，昭和30年以降急速に都市化されてきたこ

とをもの語っている。昭和35年～40年にかけて東

京都庁を中心に20km～30km，30km～40kmの地帯の

人口が急速に伸長したが，戸塚区・港北区の人口
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県内市町・人口増加状況　＜単位：％＞増加もこの東京都の外延的拡大による一環として

理解できよう。

昭和35年～40年，昭和40年10月１日～43年４月

30日の神奈川県各市町の人口増加状況をながめる

と，神奈川県内陸部に位置する高座郡の寒川町，

海老名町，座間町，綾瀬町と相模原市，大和市，

厚木市が多くの人口を吸収した。すなわち，小田

急沿線の東京都よりの地域，東京都庁から４０km

くらいの地域であり，上記の各市町に隣接する戸

塚区，港北区が横浜市の人口急増地区であること

は，東京都＜区部＞の人口増加率が昭和35年～40

年にかけて急減したこととあわせて，横浜市の人

口増加の一因を示唆するものといえよう。

転入者の前住所

横浜市に転入・転出する人達の前住所は，昭和34

年以降から住民登録人口移動報告によって把握で

きる。昭和34年中に横浜市に転入してきた人は，

90,090人であり，そのうち東京都から28,530人＜

31,7％＞，神奈川県内他市町から22,167人＜24.6

％＞，東京都と神奈川県を除く関東諸県から8,

829人＜9.8％＞になり，関東地方全域の転入者で

全体の66.1％に達する。横浜市に転入してくる人

の３分の２は関東地方，とりわけ東京都と神奈川

県諸市町からの出身者であるといえる。同じ昭和

34年の転出者総数52,228人の内訳をみると，東京

都に転出した者17,549人＜33.6％＞，神奈川県内

他市町に18,103人＜34.7％＞，東京都と神奈川県

を除＜関東諸県に転出した者4,297人＜8.2％＞と

なっている。転入・転出とも東京都や神奈川県内

他市町が多く，横浜市との深い結びっきを示唆す

るものといえよう。したがって昭和34年の転入超

過数は37,781人であり，東京都からの転入超過数

10,981人＜29.1％＞，東京都と神奈川県を除く関

東諸県4,532人＜12.0％＞，神奈川県内他市町4,

064人＜10.8％＞であり，神奈川県内他市町は転

入者22,167人に対して相対的に転出者18,103人が

多くなっているので，転入超過数が低くなって記

録されてきている。横浜市の地価高騰などが原因

となって，横浜市以外の近隣市町に住居を求める

人が相当な数に達すると推論できよう。

昭和34年を100として，その後昭和4!年まで増加

指数を追うと，転入者は昭和36年には124.1，昭

和37年174.4と，昭和37年に転入者が急伸し，昭

和41年まで170台であったが，昭和40年には190.9

とまた伸びた。一方転出者は毎年ほぼ同じ割合で

伸びてゆき，昭和37年134.1,昭和41年204.1とな

った。転入超過数は，昭和36年142.4,昭和37年

164.6,昭和39年183.4と上昇してきたが，昭和40

年には156.4,昭和41年138.3と昭和40年以降下ろ

傾向がみえてきた。転入超過数が伸びなかっだの

は，転入者が伸びなかったからでなく，むしろ転

入者の伸びをうわまわる転出者の増加にその原因

を求めることができよう。

年を重ねるごとに，転入・転出者とも増加してい
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つたが，昭和34年～41年のあいだの各年とも，転

入の前住所地の割合はほぼ一定していた。転入前

の住所地の割合は，おおまかにいって，東京都が

３割，神奈川県内他市町が２割２分，東京都と神

奈川県を除く関東諸県が１割といった割合であっ

た。転出者の割合では，神奈川県内他市町３割５

分と，神奈川県内諸市町の比重がぐっと増してい

るほかは，東京都への転出の割合が昭和34年34.7

％から昭和41年には25.4％とさがり，同じ期間に

関東＜東京都と神奈川県を除＜＞諸県の割合が

8.2％から12.4％に上昇した。したがって転入超

過数も神奈川県諸市町からの数は昭和34年の4,

064人＜10.8％＞から昭和41年には1,526人＜2.9

％＞と減少した。また，東京都からの転入超過数

が，同じ期間に，10,981人＜29.1％＞から23,175

人＜44.4％＞と急伸した。他の７大都市は近隣都

市との関係では，昭和38年頃から転出超過になっ

ているが，横浜市でもその兆候がみえはじめたと

いえる。

図１　　住民登録人口の転入・転出

以上みてきたごとく，横浜市の人口増加は，その

３分の２が社会増加によるものであり，それらの

転入人口の受入れ地区は，昭和30年までが神奈川

区・鶴見区であり，昭和30～35年年は少し内陸部

に移って，保土ヶ谷区・南区になり，昭和35年以

降は戸塚区・港北区へとさらに奥へ移った。

またこれらの人口の前住所は，東京都が圧倒的に

多く，昭和42年には全転入超過数の５割弱にまで

なっている。横浜市の東京化を示すものであろ

う。

一方，横浜市自体も空洞化現象が進行しており，

横浜市から神奈川県内の他市町へ転出する人の増

加と，西区・中区・鶴見区・神奈川区の市内移動

＜区間移動＞のマイナス＜転出超過＞とこれら４

区の人口総数の微増ないし停滞から，そのことが

うかがえる。

年齢別・性比の変化

これらの社会増加人口の年齢・性別は，国勢調査

を比較することにより，おおよその推定は可能で

ある。

男女性比をみるに，昭和25年は女100人に男102.0

人，昭和30年102.8人，昭和35年103.8人と，人口

増加とともに男性の比率が上昇していき，昭和40

年には107.8人と男性の比率が急伸した。これか

ら，転入者は男性の多かったことが推定される。

人口を幼年人口＜Ｏ才～14才＞，生産年齢人口＜

15才～64才＞，老年人口にわけてその変化を追っ
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年齢３区分別人口

てみると，生産年齢人口は昭和25年63.6％から昭

和40年には72.8％に伸びた。同じ期間に，幼年人

口は33.0％から23.0％とその比重がさがり，老年

人口は3.3％から4.2％と若干比重があがった。生

産年齢人口の比重が著しく高まったことから，横

浜市に転入した人は，主に若い年齢層だと推定で

きる。

このことは，5才階級別人ロコホートの移動率＜

たとえば，10才～14才の者と前回国勢調査５才～

９才の者を比較する＞を追うことにより一層鮮明

となる。男子では昭和40年と昭和35年を比較して

みると，昭和40年の20才～24才の者＜昭和35年に

15才～19才の者＞1,56倍，15才～19才の者＜昭和

35年10才～14才＞1.46倍，25才～29才の者＜昭和

22

35年20才～24才＞1.30倍と，若い年齢層の伸びが

目立つ。また女子についていえば，25才～29才の

者＜昭和35年20才～24才＞1.43倍，20才～24才の

者＜昭和35年15才～19才＞1.37倍，15才～19才の

者＜昭和35年10才～14才＞1.26倍になっており，

男子とおなじように若い年齢層に人口増加が集中

している。それにひきかえ，60才以上の年齢コホ

ートの移動率は軒並みにマイナスを示しており，

年齢階級があがるにしたがって，年齢別人ロコホ

ート移動率がさがっている。

以上のようなことは，昭和30年と昭和25年，昭和

35年と昭和30年を比較しても，だいたいあてはま

る。したがって，男女性比においてみたことと考

えあわせ，横浜市に転入してきた人口の主要な部

図３　　年齢５歳階級別人ロコホート変化率＜女子＞図２　　年齢５歳階級別人ロコホート変化率＜男子＞

表8



分は，若い年代の生産年齢人口―それも主として

男性を中心とした生産年齢人口であるといえる。

昭和40年～43年４月

なお，横浜市の人口は，昭和43年４月22日に200

万人を突破し，名古屋市を抜いて日本全国第3位

の人口を擁する大都会となった。昭和40年10月１

日から2年6ヵ月たった昭和43年4月1日現在の

推計人口は1,983,368人で，昭和40年の国勢調査

人口より194,453人増加＜増加率10.9％＞した。

区別の人口増加率では戸塚区が27,5％＜57,181人

＞，港北区24､9％＜58,439人＞，保土ヶ谷区15.0

％＜33,436人＞となっており，相変らず戸塚区，

港北区の人口増加率が高い。しかし増加率自体は

昭和35年～40年の年平均より，だいぶ後退してお

り,次回の国勢調査の人口，増加率は，昭和35年

～40年に比して，下回ることが予想される。

＜総務局行政部統計課＞
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